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羽陽学園短期大学卒業生の学習・仕事・生活に関する調査について(1)
Ⅰ．はじめに
１．調査のねらい
近年の企業や団体は、社会に対して自分たちの行動
結果を説明する説明責任を重視するようになってきて
いる。これは短期大学を含めた学校でも同様である。
また、短期大学の運営について内部での自己評価と外
部からの第三者評価を実施することは、学校教育法で
定められている。これらに対して、本学では、授業の
改善、教育環境及び学生の厚生施設の改善などを目的
として、在学生を対象に授業評価、卒業時に学生意識
調査を定期的に実施している。また卒業生の勤務先に
対しては、本学の教職員が就職初年度にアフターケア
として就職先を訪問し、各職場から初任者を含めた卒
業生の勤務状況、本学の教育成果への評価及び本学へ
の提言などを聞き直接情報を収集している。
さて、本学は前身である山形保育専門学校を含めて
凡そ半世紀にわたり幼児教育者や福祉従事者の養成し
ている。この多くの卒業生に対しては、前述のアフ
ターケアなどを通して高い評価を頂いていると考える。
一方、本学で２年間の教育を受け、職場に勤務し、
色々な経験を重ねた時に、卒業生自身は、本学での教
育をどのように評価しているのだろうか。更に卒業生
は、自分自身の生涯学習を考える時に、出身である本
学へどのようなものを求めているのだろうか。また、
それらを基に、長期的視点から在学生への教育の有様
を検討する必要はないのだろうか。
そこで、今回は卒業してからの年数が異なる卒業生、
つまりそれぞれ勤務経験が異なる卒業生を対象に、卒
業後の経験を基に本学での教育成果などを評価しても
らい、今後の事業改善の資料とするために卒業生調査
を実施することとした。調査は、職場で中堅職員とし
て活躍し始めたり、結婚そして育児が始まったりする
と予想される卒業後９年目までの卒業生に、卒業後１
年目、３年目と隔年ごと５期にわたる卒業生全員を対
象とした。
２．本研究の目的
調査は先行研究を参考に在学中の状況から現在の勤
務状況、生涯学習に関わる幅広いものとした。そのた
め、全ての調査結果を一度に検討し発表することは困
難なために、本研究では次の観点についてだけ、調査
結果を検討することとした。
茨卒業生の勤務状況について
芋卒業生の短大における学習結果の評価について
鰯卒後教育を実施するための基礎資料について
Ⅱ．調査の方法と結果
１．調査方法
茨調査対象者
本学の卒業生700名を対象者とした。
芋調査票の作成
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〔 要 約 〕
卒業生を対象に、在学中の学習の状況や現在の勤務状況と本学での教育成果などについての調査を実
施した。本研究では、調査の概要と次の３点について検討した。
茨卒業生の勤務状況について
芋卒業生の短大における学習結果の評価について
鰯卒後教育を実施するための基礎資料について
その結果次のことが確認された。
①現在の勤務先と本学の学習については、卒業後の期間、本学での履修コースや専攻科への進学によ
り、その評価に違いがある。
②結婚や育児を機会に仕事を一旦辞めるか、継続するかは、本学での履修コースにより、違いがある。
③卒後教育の実施には、本学でのコース、専攻科への進学状況、就学状況及び卒業後の期間により、
その内容を細分化するなどの配慮を必要とする。
（2009年10月１日受理）
松田 知明 研 攻一70
482－ －
先行調査研究として、吉本（2005）１）らによって平
成16年に実施し、翌年報告された「短大卒業生の進路・
キャリア形成と短大評価」（短大基準協会）の調査票
を参考にした。吉本（2005）らは、幼児教育科を含む
複数の学科を対象に実施するための調査票を作成して
いる。それに対して、本調査は、本学が幼児教育科単
科の短大であること、幼児教育科の卒業生の25％前後
がそのまま入学している専攻科を設置していることな
どを考慮し、回答の選択肢を変更したり、項目を加え
るなどしたりして、本学独自の調査票を作成した。
従って、これにより、本調査の結果と吉本（2005）ら
の結果とを単純に比較できないことになる。
調査内容は、在学中の学習の状況や卒業後の進路な
ど９つのカテゴリーに分け、それぞれに質問項目を設
け、調査項目数は224となった。回答者毎の回答数は、
本学の専攻科への進学状況などによって異なるが最大
で200程度と想定した。調査項目は、巻末の調査票に
記載した通りである。なお、郵送調査による回収率の
向上や無回答を少なくする方法を検討するために、調
査項目などは全て同じではあるが、２箇所に自由回答
の質問を入れた調査票も作成し、２種類の調査票を半
数ずつ調査に使用した。また、２箇所の自由回答につ
いては、２種類共に調査票の末尾にある自由回答と同
様に定量的な分析は行なわず、定性的な分析を行なう
こととした。
鰯調査の実施方法
①調査は、調査票を郵送により調査対象者に送付し、
回答は郵送により行なう郵送調査法とした。
②調査は、卒業後１年目から９年目までの隔年の卒業
生全員を対象とする悉皆調査とし、その数は702名で
あった。
③郵送先の住所は卒業時の名簿と同窓会名簿（羽陽学
園短期大学同窓会平成17年１月発行）とを照合しなが
ら、住所不明などで調査票が届かないことのないよう
に郵送先を決定した。なお、市町村の合併により、郵
送先の住所が変更になったと思われるものは、可能な
限り合併後の新しいものに修正した。その作業の中で、
住居変更により郵送先が不明なものなど２名について
は、郵送（調査）不可能であったため、調査対象から
除いた。
④調査票は回答用紙も兼ねており、12ページで構成さ
れ、両面印刷し、Ａ４判に製本した。回答は調査票に
直接記入し、返送するために、調査票と返信用の封筒
を一組として、調査のために準備した専用の封筒を
使って郵送した。調査期間などの日程は次の通りであ
る。
ａ）調査票発送：平成21年８月１日（土）（午後５時投
函）
ｂ）調査期間：平成21年８月３日（月）から平成21年
８月31日（月）（調査票の最終到着日は９月７日）
ｃ）調査票記入日：平成21年８月１日現在で記入させ
た。
２．調査結果
茨調査結果の集計について
回収された調査票には、無回答や指定した選択数を
超えて回答したものがあった。これらの回答も可能な
限り統計処理に加えることを目的に、次のように取り
扱った。
①本学の卒業年度、高等学校の卒業年度など本学に入
学するための資格を取得した年度、本学への入学年度、
生年月日など年月に関わる調査項目で無回答があった
時には、他の調査項目から確定可能なものは、その
データを補正し統計処理する。
②卒業後の勤務箇所数など５項目の中で、無回答や調
査協力者の勘違いが１項目あった時には、他の４項目
からそのデータを確定可能なものは、補正し統計処理
する。
③指定した数以上に選択した回答については、集計
データとして入力し、調査票設計時に計画した以外の
統計処理や分析の方法を使い、可能な限り分析を行い、
調査協力者の考えや思いを尊重する。
④表１（卒業年度別の卒業者数、調査対象者数、回答
者数など）以外は特に断りがない限り、無回答者数に
ついては、統計処理の結果には記載しない。
なお、回答はマイクロソフト社のEXCELを使い筆者
が入力し、統計処理はエス･ピー･エス･エス社のSPSS
を使用し分析した。
芋調査票の回収率について
該当する年度の卒業者数、回答者数等を（表１）卒
業年度別の卒業者数、調査対象者数、回答者数などに
示した。卒業年度により回収率は23.7％から36.4％と
約13％の差があった。平均の回収率は、29.3％であっ
た。吉本ら（2005）の調査の回収率の平均は17.6％で、
短期大学別では10.3％から31.3％と幅広いものであっ
た。本研究は、前述のとおり８月３日から８月31日の
29日間という比較的短期間での調査に加え、郵便や電
話による督促などの調査協力のための活動は特には実
施しなかったにも関わらず、回収率が高かったことは、
卒業生の本学への関心の高さを示すものであると考え
る。
なお、回収率は29.3％であることから、本研究の調
査結果は調査対象者全体の状況というよりは、傾向を
表わしているものと考える。また、卒業年度別を比較
すると約13％の差があることから、卒業年度別に一様
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に比較できないことにも注意を要すると考える。
表１ 卒業年度別の卒業者数、調査対象者数、回答者数など
鰯卒業年度別のコース、性別について
調査協力者の在学時の履修コース別人数と男女別人
数を（表２）卒業年度別の履修コース、性別に示す。ど
ちらも、在学時の状況（人数の比率）を反映しないも
のとなった。福祉コース、女性の比率は高い傾向にあ
ると思われる。
表２ 卒業年度別のコース別、性別人数（率）
允卒業年度別の幼児教育科卒業者と専攻科進学者の割
合について
幼児教育科を卒業直後就職したもの（以下幼児教育
科卒業という）と卒業直後本学の専攻科福祉専攻に進
学したもの（以下専攻科進学という）の人数を（表３）
卒業年度別の幼児教育科卒業者と専攻科進学者に示す。
鰯卒業年度別の履修コース、性別についての項目と同
様に卒業直後の状況（人数の比率）を反映しないもの
となった。専攻科進学の回答の比率は高く、卒業生の
中でも専攻科進学者の本学への関心は高いことが窺わ
れる。
なお、調査協力者の中で、幼児教育科卒業直後就職
し、その後専攻科福祉専攻に進学したものはいなかっ
た。
表３ 卒業年度別の幼児教育科卒業者と専攻科進学者（率）
印卒業年度別の現在の就業（雇用）状況について
卒業年度別の現在の就業状況及び雇用形態について
（以下就業という）（表４）卒業年度別の就業者数に
示した。正規職員はどの卒業年度も半数前後で多い年
度で68.8％となっている。
表４ 卒業年度別の現在の就業別人数（率）
咽卒業年度別の勤務先について
卒業年度別の現在の勤務先の種別を（表５）卒業年
度別の勤務先に示した。卒業年度毎に勤務先の構成比
率は異なっている。この構成比率は、卒業後の生活環
境などの影響により卒業時との状況とは異なると思う。
また、この構成比率は、調査協力者の構成を示すもの
であり、卒業年度毎の卒業生の現況を的確に表わして
いるものとは考えにくい。この原因は、前述のとおり
福祉コースの履修者や女性の構成比率は卒業年度毎に
異なることによるものと考える。
卒業者の約50％は保育所や幼稚園に勤務し、約40％
は学童保育所、児童福祉施設及び高齢者福祉施設に勤
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665－134140135125131調査対象者数
19523951323239回答者数（調査協力者数）
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39
(100.0％)
1
(2.6％)
38
(97.4％)
38
(100.0％)
14
(36.8％)
24
(63.2％)
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3
(9.4％)
29
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(50.0％)
16
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29
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8
(25.0％)
24
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平成16年
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51
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6
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45
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51
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7
(13.7％)
44
(86.3％)
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39
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37
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38
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32
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192
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14
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178
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191
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51
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140
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計専攻科進学幼児教育科卒業
39
(100.0％)
15
(38.5％)
24
(61.5％)平成12年３月
32
(100.0％)
9
(28.1％)
23
(71.9％)平成14年３月
32
(100.0％)
8
(25.0％)
24
(75.0％)平成16年３月
51
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10
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41
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39
(100.0％)
15
(38.5％)
24
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193
(100.0％)
57
(29.5％)
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計その他無職で求職中
家事
・子育て
アルバイト
・パート
タイム
契約（臨
時）・職員
派遣社員
正規職員
38
(100.0％)
1
(2.6％)
0
(0.0％)
11
(28.9％)
0
(0.0％)
7
(18.4％)
19
(50.0％)
平成12年
３月
32
(100.0％)
0
(0.0％)
1
(3.1％)
2
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4
(12.5％)
3
(9.4％)
22
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３月
32
(100.0％)
1
(3.1％)
0
(0.0％)
2
(6.3％)
1
(3.1％)
8
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20
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３月
50
(100.0％)
0
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0
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1
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5
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25
(50.0％)
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３月
38
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0
(0.0％)
1
(2.6％)
1
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2
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16
(42.1％)
18
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2
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2
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17
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12
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53
(27.9％)
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(54.7％)計
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務している。これから、卒業生の約90％は本学で取得
した資格を活かしていることになる。
調査日現在、家事・子育てなどで未就業のものはこ
の表では省いており、以後勤務先の項は同様に扱う。
なお、産休中である、９月から勤務予定などと現況を
詳しく記載してくれた調査協力者もいたが、これらの
項目は、筆者らは調査項目にしていないため、特に集
計は行なわなかった。
表５ 卒業年度別の現在の勤務先の人数（率）
員卒業年度別の短大での学習と現在の状況について
本学で学習したことを現在の職場で使っているか
（以下短大での学習という）を卒業年度別に５件法に
よる順序尺度による選択肢で選択させた結果を（表
６）「卒業年度別の短大の学習と現在の状況」に示した。
この項目には、家事・子育てなどで未就業の調査協力
者に無回答があるため、協力者数と集計数の差異は他
の項目よりも多い結果となった。表６の１（全く使っ
ていない）と２を合わせた人数、３の人数、４と５
（頻繁に使っている）を合わせた数を（図１）卒業年
度別の短大の学習と現在の状況に示す。
表６ 卒業年度別の短大の学習と現在の状況選択数（率）
図１ 卒業年度別の短大の学習と現在の状況
因コース別の勤務先について
コース別の現在の勤務先の種別を（表７）コース別
の勤務先に示す。なお、福祉コース履修者で幼稚園に
勤務しているものは１名おり、幼稚園で居残り保育を
担当しているという回答が記載されていた。
表７ コース別の現在の勤務先人数（率）
姻幼児教育科卒業と専攻科進学別の勤務先について
幼児教育科卒業と専攻科進学別の勤務先を（表８）
幼児教育科卒業と専攻科進学別の勤務先に示す。専攻
科進学は調査対象者の78.8％が高齢者福祉施設・医療
関係に勤務していることは、その専攻科の目的がより
専門性の高いものであることを示すものと考える。
表８ 幼児教育科卒業と専攻科進学別の現在の勤務先人数（率）
引勤務先別の短大での学習について
勤務先別の短大での学習について（表９）以下に示
す。
計その他
高齢者福
祉施設
・医療関係
児童福祉
施設
・成人福
祉施設
小中学校
・学童保
育所等
幼稚園保育所
26
(100.0％)
2
(7.7％)
12
(46.2％)
0
(0.0％)
1
(3.8％)
2
(7.7％)
9
(34.6％)
平成12年
３月
29
(100.0％)
1
(3.4％)
17
(58.6％)
1
(3.4％)
1
(3.4％)
3
(10.3％)
6
(20.7％)
平成14年
３月
29
(100.0％)
1
(3.4％)
9
(31.0％)
0
(0.0％)
1
(3.4％)
4
(13.8％)
14
(48.3％)
平成16年
３月
49
(100.0％)
6
(12.2％)
8
(16.3％)
1
(2.0％)
1
(2.0％)
5
(10.2％)
28
(57.1％)
平成18年
３月
36
(100.0％)
2
(5.6％)
11
(30.6％)
5
(13.9％)
3
(8.3％)
2
(5.6％)
13
(36.1％)
平成20年
３月
169
(100.0％)
12
(7.1％)
57
(33.7％)
7
(4.1％)
7
(4.1％)
16
(9.5％)
70
(41.4％)計
計
５
（頻繁に使っ
ている）
４３２
１
（全く使って
いない）
35
(100.0％)
8
(22.9％)
9
(25.7%)
9
(25.7％)
6
(17.1％)
3
(8.6％)
平成12年
３月
31
(100.0％)
8
(25.8％)
10
(32.3％)
6
(19.4％)
4
(12.9％)
3
(9.7％)
平成14年
３月
31
(100.0％)
13
(41.9％)
8
(25.8％)
9
(29.0％)
1
(3.2％)
0
(0.0％)
平成16年
３月
50
(100.0％)
20
(40.0％)
18
(36.0％)
9
(18.0％)
2
(4.0％)
1
(2.0％)
平成18年
３月
39
(100.0％)
12
(30.8％)
15
(38.5％)
7
(17.9％)
3
(7.7％)
2
(5.1％)
平成20年
３月
186
(100.0％)
61
(32.8％)
60
(32.3％)
40
(21.5％)
16
(8.6％)
9
(4.8％)計
計その他
高齢者福
祉施設
・医療関係
児童福祉
施設
・成人福
祉施設
小中学校
・学童保
育所等
幼稚園保育所
125
(100.0％)
10
(8.0％)
22
(17.6％)
7
(5.6％)
5
(4.0％)
14
(11.2％)
67
(53.6％)
幼児教育
コース
45
(100.0％)
2
(4.4％)
36
(80.0％)
0
(0.0％)
2
(4.4％)
1
(2.2％)
4
(8.9％)
福祉
コース
170
(100.0％)
12
(7.1％)
58
(34.1％)
7
(4.1％)
7
(4.1％)
15
(8.8％)
71
(41.8％)計
計その他
高齢者福
祉施設
・医療関係
児童福祉
施設
・成人福
祉施設
小中学校
・学童保
育所等
幼稚園保育所
119
(100.0％)
12
(10.1％)
17
(14.3％)
5
(4.2％)
5
(4.2％)
16
(13.4％)
64
(53.8％)
幼児教育科
卒業
52
(100.0％)
0
(0.0％)
41
(78.8％)
2
(3.8％)
2
(3.8％)
0
(0.0％)
7
(13.5％)専攻科進学
171
(100.0％)
12
(7.0％)
58
(33.9％)
7
(4.1％)
7
(4.1％)
16
(9.4％)
71
(41.5％)計
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表９ 「勤務先別の短大での学習」選択人数（率）
飲コース別の短大での学習について
コース別の短大での学習について（表10）以下に示
す。
表10「コース別の短大での学習」選択人数（率）
淫幼児教育科卒業と専攻科進学別の短大での学習につ
いて
幼児教育科卒業と専攻科進学別の短大での学習につ
いて（表11）以下に示す。
表11「幼児教育科卒業と専攻科進学別の短大での学習」
選択人数（率）
胤就業状況について
幼児教育科卒業・専攻科進学毎にコース別の就業状
況について（表12）幼児教育科卒業・専攻科進学毎に
コース別の就業状況に示す。育児・子育てとした調査
協力者の割合は、幼児教育コースは11名で91.7％と高
くなっている。また、調査協力者で正規職員として雇
用されているものは、幼児教育科卒業は50.4％、専攻
科進学は64.9％と専攻科進学したものが高くなってい
る。
表12 幼児教育科卒業・専攻科進学毎にコース別の就業状
況人数（率）
Ⅲ．検討
１．短大での学習について
茨卒業年度別の短大での学習について
表６から、調査協力者全体では、頻繁に使っている、
使っているとする割合は約65％いる。これは、卒業生
の多くが本学で学んだことを活かす専門職として勤務
していることによるものと考える。図１から卒業後の
年数が経過するほど本学での学習を使っていないとす
る傾向にある。この傾向は、安部（2007）２)らの研究で
も確認されている。これは職場での経験年数を重ねる
ことにより、初任者とは違い、本学で学習したものよ
りもより幅の広い知識を必要となるようになるものと
考える。
卒業年度別と幼児教育科卒業・専攻科進学別の短大
での学習を（表13）卒業年度別と幼児教育科卒業・専
攻科進学別の短大での学習に示す。幼児教育科卒業は
短大での学習を頻繁に使っているよりも使っていると
する割合が高くなる傾向にある。これは、姻「幼児教
育科卒業と専攻科進学別の勤務先」についての項から
分かるように、専攻科進学は調査対象者の78.8％が高
齢者福祉施設・医療関係に勤務している。それに対し
て、幼児教育科は保育所に勤務している割合は53.8％
と一番高く、幼稚園、学童保育所・児童福祉施設、高
齢者福祉施設にそれぞれ８％から14％勤務するなど、
計
５
（頻繁に使っ
ている）
４３２
１
（全く使って
いない）
71
(100.0％)
20
(28.2％)
28
(39.4％)
16
(22.5％)
7
(9.9％)
0
(0.0％)保育所
16
(100.0％)
5
(31.3％)
8
(50.0％)
3
(18.8％)
0
(0.0％)
0
(0.0％)幼稚園
7
(100.0％)
3
(42.9％)
2
(28.6％)
1
(14.3％)
1
(14.3％)
0
(0.0％)
小中学校
学童保育所等
7
(100.0％)
3
(42.9％)
2
(28.6％)
1
(14.3％)
1
(14.3％)
0
(0.0％)
児童福祉施設
成人福祉施設
56
(100.0％)
21
(37.5％)
14
(25.0％)
13
(23.2％)
5
(8.9％)
3
(5.4％)
高齢者福祉
施設
医 療 関 係
12
(100.0％)
2
(16.7％)
3
(25.0％)
2
(16.7％)
1
(8.3％)
4
(33.3％)その他
169
(100.0％)
54
(32.0％)
57
(33.7％)
36
(21.3％)
15
(8.9％)
7
(4.1％)計
計
５
（頻繁に使っ
ている）
４３２
１
（全く使って
いない）
134
(100.0％)
43
(32.1％)
47
(35.1％)
27
(20.1％)
11
(8.2％)
6
(4.5％)
幼児教育
コース
52
(100.0％)
17
(32.7％)
12
(23.1％)
14
(26.9％)
6
(11.5％)
3
(5.8％)福祉コース
186
(100.0％)
60
(32.3％)
59
(31.7％)
41
(22.0％)
17
(9.1％)
9
(4.8％)計
計
５
（頻繁に使っ
ている）
４３２
１
（全く使って
いない）
132
(100.0％)
35
(26.5％)
46
(34.8％)
32
(24.2％)
12
(9.1％)
7
(5.3％)幼児教育科卒業
56
(100.0％)
26
(46.4％)
14
(25.0％)
9
(16.1％)
5
(8.9％)
2
(3.6％)専攻科進学
188
(100.0％)
61
(32.4％)
60
(31.9％)
41
(21.8％)
17
(9.0％)
9
(4.8％)計
計その他無職で求職中
家事
・子育て
アルバイト
・パー ト
タイム
契約（臨時）
職員
・派遣社員
正規職員
就業状況
コース
114
(100.0％)
1
(0.9％)
1
(0.9％)
11
(9.6％)
11
(9.6％)
37
(32.5％)
53
(46.5％)
幼児教育
コース幼児
教
育
科
卒
業
19
(100.0％)
0
(0.0％)
1
(5.3％)
1
(5.3％)
1
(5.3％)
2
(10.5％)
14
(73.7％)
福祉
コース
133
(100.0％)
1
(0.8％)
2
(1.5％)
12
(9.0％)
12
(9.0％)
39
(29.3％)
67
(50.4％)計
24
(100.0％)
0
(0.0％)
0
(0.0％)
0
(0.0％)
0
(0.0％)
8
(33.3％)
16
(66.7％)
幼児教育
コース専
攻
科
進
学
33
(100.0％)
1
(3.0％)
0
(0.0％)
4
(12.1％)
0
(0.0％)
7
(21.2％)
21
(63.6％)
福祉
コース
57
(100.0％)
1
(1.8％)
0
(0.0％)
4
(7.0％)
0
(0.0％)
15
(26.3％)
37
(64.9％)計
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勤務先の種類が多いため、勤務先により本学での学習
を使用する割合は異なっているものと考える。
これらから、卒業生への支援の１つとして本学が卒
後教育を実施する時には、幼児教育科卒業で卒業後の
期間が短いものには、勤務先の種別に合わせた初任者
研修的な内容にする。また、幼児教育科卒業、専攻科
進学で卒業後の期間が長いものには、その期間に合わ
せた内容のものにするなど、細かな計画を必要とする
と考える。
芋履修コース、幼児教育科卒業・専攻科進学別短大で
の学習について
履修コース、幼児教育科卒業・専攻科進学別短大で
の学習を（表14）コース、幼児教育科卒業・専攻科進
学別短大での学習に示す。幼児教育科だけを卒業した
福祉コース履修の調査対象者は短大での学習を全く
使っていない及び使っていないとするものの割合は
26.3％と多くなっており、福祉コースだけでの学習に
限界があったことを示すと考える。専攻科進学者は、
履修コースに関係なく頻繁使っているとするものの割
合が高くなっている。これは、前述の通り、専攻科の
目的がより専門性の高いものであることを示すもので
あると考える。
表14「コース、幼児教育科卒業・専攻科進学別短大での
学習」選択人数（率）
２．就業状況について
前述の通り、表12から家事・子育て中であるとした
ものは16名で、そのうち幼児教育科だけを卒業した幼
児教育コースは11名で、その割合は91.7％と高くなっ
ている。本調査では、結婚や育児と仕事の継続につい
ての項目を用意し、質問している。これによると、幼
児教育科卒業者は、結婚や出産時に仕事を辞める、又
は、子どもが一定の年齢になったら再び仕事につくと
したものは77名（57.0％）であった。専攻科進学者は
結婚や仕事にかかわらず仕事を続けるとしたものは34
名（60.7％）とその傾向は大きく違っている。幼児教
育科卒業、専攻科進学別に履修コース毎の傾向を見る
と、幼児教育コース履修者は、仕事は一旦辞めるとす
るものの割合は高く、福祉コースのものは仕事を続け
るとするものの割合は高かった。（この表は不掲載）
これは、幼児教育コース履修者は自分の子どもは自分
で育て、子どもが一定の年齢になったら再び仕事に就
こうとする傾向は強いものと考える。本学の卒業生へ
の支援を考える時、育児後の再就職時の再教育や職場
の紹介などを検討する必要があると考える。
３．調査結果に与える影響
前述の通り郵送調査による回収率の向上や無回答を
少なくする方法を検討するために、調査項目は同じで、
２箇所に自由回答の調査項目を入れた調査票も作成し、
調査対象者の半数に郵送した。作成に当たっては、調
査に影響を与えないよう充分配慮して作成した。この
項では、自由回答を入れたことによる調査結果への影
響を検討する。なお、この項では、自由回答の質問を
表13「卒業年度別と幼児教育科卒業・専攻科進学別の短大
での学習」人数（率）
計
５
（頻繁に使っ
ている）
４３２
１
（全く使って
いない）
学習
卒業年度
21
(100.0％)
5
(23.8％)
6
(28.6％)
5
(23.8％)
3
(14.3％)
2
(9.5％)
平成12年
３月
幼
児
教
育
科
卒
業
22
(100.0％)
3
(13.6％)
7
(31.8％)
5
(22.7％)
4
(18.2％)
3
(13.6％)
平成14年
３月
23
(100.0％)
8
(34.8％)
7
(30.4％)
8
(34.8％)
0
(0.0％)
0
(0.0％)
平成16年
３月
41
(100.0％)
15
(36.6％)
17
(41.5％)
7
(17.1％)
1
(2.4％)
1
(2.4％)
平成18年
３月
24
(100.0％)
4
(16.7％)
9
(37.5％)
7
(29.2％)
3
(12.5％)
1
(4.2％)
平成20年
３月
131
(100.0％)
35
(26.7％)
46
(35.1％)
32
(24.4％)
11
(8.4％)
7
(5.3％)計
14
(100.0％)
3
(21.4％)
3
(21.4％)
4
(28.6％)
3
(21.4％)
1
(7.1％)
平成12年
３月
専
攻
科
進
学
9
(100.0％)
5
(55.6％)
3
(33.3％)
1
(11.1％)
0
(0.0％)
0
(0.0％)
平成14年
３月
8
(100.0％)
5
(62.5％)
1
(12.5％)
1
(12.5％)
1
(12.5％)
0
(0.0％)
平成16年
３月
9
(100.0％)
5
(55.6％)
1
(11.1％)
2
(22.2％)
1
(11.1％)
0
(0.0％)
平成18年
３月
15
(100.0％)
8
(53.3％)
6
(40.0％)
0
(0.0％)
0
(0.0％)
1
(6.7％)
平成20年
３月
55
(100.0％)
26
(47.3％)
14
(25.5％)
8
(14.5％)
5
(9.1％)
2
(3.6％)計
計
５
（頻繁に使っ
ている）
４３２
１
（全く使って
いない）
111
(100.0％)
31
(27.9％)
41
(36.9％)
25
(22.5％)
9
(8.1％)
5
(4.5％)
幼児教育
コース幼児
教
育
科
卒
業
19
(100.0％)
3
(15.8％)
4
(21.1％)
7
(36.8％)
3
(15.8％)
2
(10.5％)福祉コース
130
(100.0％)
34
(26.2％)
45
(34.6％)
32
(24.6％)
12
(9.2％)
7
(5.4％)計
23
(100.0％)
12
(52.2％)
6
(26.1％)
2
(8.7％)
2
(8.7％)
1
(4.3％)
幼児教育
コース専
攻
科
進
学
33
(100.0％)
14
(42.4％)
8
(24.2％)
7
(21.2％)
3
(9.1％)
1
(3.0％)福祉コース
56
(100.0％)
26
(46.4％)
14
(25.0％)
9
(16.1％)
5
(8.9％)
2
(3.6％)計
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入れたものを調査票Ｂ、質問を入れなかったものを調
査票Ａとして区別する。
調査票Ａと調査票Ｂの調査結果をt検定した結果、
６項目に有意な差があり、それを表12に示す。６つの
調査項目と選択肢は次の通である。
調査項目①職業において、チームの中で仕事をする機
会？をどの程度重視するか。
調査項目②職業において、社会に役立つ仕事をする機
会をどの程度重視するか。
調査項目③職業において、通勤の利便性をどの程度重
視するか。
回答：「全く重視していない」を１とし、「非常に重視
する」を５とした、５件法。（調査項目①～③は同じ選
択肢）
調査項目④現在の職業において将来のキャリアの見通
しがどの程度あるか。
回答：「全く満足していない」を１とし、「非常に満足
している」を５とした、５件法。
調査項目⑤専攻分野について今後教育や訓練を受ける
必要があると思うか。
回答：「全くそう思わない」を１とし、「非常にそう思
う」を５とした、５件法。
調査項目⑥ もし、あなたが今18歳で、もう一度高校卒
業後の進路選択があるとしたとき、４年制大学に行く
可能性について。
回答：「全く可能性がない」を１とし、「非常に可能性
が高い」を５とした、５件法。
なお、調査項目①から④は同一表に質問項目が記載
されている。
表15 調査票Ａと調査票Ｂの調査結果の比較
有意な差のあった６項目は、関連のある項目でない
こと。６項目は全調査項目の凡そ0.01％であり、有意
な差は偶然による可能性が高いと考える。以上の２点
から本研究で使用した強化子が、調査結果へ与えた影
響はなかったと考える。以上から、自由回答の質問を
入れたことにより、本調査が受けた影響はなく、分析
を行なう際には配慮すべき必要はないと考える。
Ⅳ．まとめ
卒業生を対象に、在学中の学習の状況や現在の勤務
状況と本学での教育成果などについての調査を実施し
た。本研究では、調査の概要と次の３点について検討
した。
茨卒業生の勤務状況について
芋卒業生の短大における学習結果の評価について
鰯卒後教育を実施するための基礎資料について
その結果次のことが確認された。
①現在の勤務先と本学の学習については、卒業後の期
間、本学で履修したコースや専攻科への進学により、
その評価に違いがある。
②結婚や育児を機会に仕事を一旦辞めるか、継続する
かは、本学で履修したコースにより、違いがある。
③卒後教育の実施には、本学でのコース、専攻科への
進学状況、就学状況及び卒業後の期間により、その
内容を細分化するなどの配慮を必要とする。
卒業生への調査は、継続して実施し、本学の教育成
果の確認や改善に活用する必要があると考える。また、
在学中に実施している、授業評価や卒業時に学生意識
調査との整合性を検討しながら実施することにより、
より良い改善のための資料を作成できるのではないか
と考えている。
本研究では、膨大な調査項目を詳しく検討すること
はできなかった。早急に検討し改善するための資料を
作成したい。また、同様の調査を２年後に再び実施す
る予定であるので、本調査の結果をそれに活用したい。
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SUMMARY
TomoakiMATSUDA,
KohichiTOGI:
Theinvestigationofthelearningoutcomeinasituationofthestudyunderattendingschoolandpresentwork
situationandthislearningetc.wasexecutedforthegraduate.
Thefolowingwasconfirmedasaresult.
①Thereisadiferenceintheevaluationtostudybythislearningintheperiodafteritgraduatesandthefinishing
course,etc.
②Theselectionwhethertoresignworkatthechanceortoresignneitherthemarriagenorthechildcareis
diferentbythefinishingcourse.
③Itisnecessarytoexaminethecontentofthepostgraduateeducationenoughbytheperiodafteritgraduatesof
thecourseetc.
(UyoGakuenColege)
AbouttheInvestigationConcerningtheUyoGakuenColegeGraduate'sStudy,Work,andLife敢
